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葛
飾
税
務
署
定
期
異
動
の
お
知
ら
せ

　

初
秋
の
候
、
公
益
社
団
法
人
葛
飾
法
人
会
の

皆
様
方
に
お
か
れ
ま
し
て
は
、
益
々
ご
清
栄
の

こ
と
と
お
慶
び
申
し
上
げ
ま
す
。

　

こ
の
度
の
定
期
人
事
異
動
に
よ
り
、
東
京
国

税
局
査
察
部
査
察
審
理
課
か
ら
葛
飾
税
務
署
長

を
拝
命
い
た
し
ま
し
た
大
石
と
申
し
ま
す
。
前

任
の
渡
邉
同
様
、
よ
ろ
し
く
お
願
い
申
し
上
げ

ま
す
。

　

葛
飾
法
人
会
の
皆
様
方
に
お
か
れ
ま
し
て

は
、
正
し
い
税
知
識
の
普
及
と
納
税
意
識
の
高

揚
の
た
め
、
様
々
な
公
益
活
動
を
活
発
に
展
開

さ
れ
、
会
員
企
業
並
び
に
地
域
社
会
の
健
全
な

発
展
に
大
き
な
役
割
を
果
た
さ
れ
て
お
り
、
私

ど
も
税
務
行
政
に
携
わ
る
者
と
し
て
大
変
心
強

く
感
じ
て
お
り
ま
す
。
増
田
会
長
様
を
は
じ
め

会
員
の
皆
様
方
の
ご
尽
力
と
熱
意
あ
る
活
動
に

対
し
ま
し
て
深
く
敬
意
を
表
す
る
次
第
で
あ
り

ま
す
。

　

さ
て
、
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
に
つ

い
て
は
、
日
本
国
内
で
初
め
て
感
染
者
が
確
認

さ
れ
て
以
降
、
感
染
拡
大
の
状
況
に
応
じ
て
、

政
府
に
お
い
て
経
済
対
策
な
ど
の
措
置
が
行

わ
れ
て
お
り
ま
す
。
税
務
署
で
も
、
来
署
さ
れ

る
納
税
者
の
方
々
が
不
安
に
思
う
こ
と
な
く
申

告
・
納
税
手
続
等
を
行
っ
て
い
た
だ
け
る
よ
う
、

感
染
拡
大
防
止
に
努
め
て
い
る
と
こ
ろ
で
す
。

　

ま
た
、
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
の
影

響
に
よ
り
、
申
告
が
困
難
な
方
に
は
そ
の
期
限

を
柔
軟
に
取
扱
う
こ
と
や
、
納
税
が
困
難
な
方

に
は
納
税
の
猶
予
制
度
を
ご
案
内
す
る
な
ど
、

納
税
者
の
皆
様
の
実
情
に
十
分
に
耳
を
傾
け

て
、
迅
速
か
つ
丁
寧
に
対
応
し
て
ま
い
り
ま
す
。

皆
様
に
は
、
ご
不
便
を
お
か
け
し
て
お
り
ま
す

が
、
ご
理
解
と
ご
協
力
を
お
願
い
い
た
し
ま
す
。

　

こ
れ
か
ら
も
、
皆
様
と
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ

ン
を
大
切
に
し
、
良
好
な
連
携
を
図
り
な
が
ら
、

様
々
な
課
題
に
取
り
組
ん
で
ま
い
り
ま
す
。
今

後
と
も
税
務
行
政
に
対
し
ま
し
て
、
一
層
の
ご

支
援
・
ご
協
力
を
賜
り
ま
す
よ
う
よ
ろ
し
く
お

願
い
申
し
上
げ
ま
す
。

　

結
び
に
当
た
り
、
公
益
社
団
法
人
葛
飾
法
人

会
の
益
々
の
ご
発
展
と
会
員
の
皆
様
方
の
ご
健

勝
並
び
に
事
業
の
ご
繁
栄
を
心
か
ら
祈
念
い
た

し
ま
し
て
、
着
任
の
挨
拶
と
さ
せ
て
い
た
だ
き

ま
す
。

　

公
益
社
団
法
人
葛
飾
法
人
会
の
皆
様
方
に
お

か
れ
ま
し
て
は
、
益
々
ご
清
栄
の
こ
と
と
お
慶

び
申
し
上
げ
ま
す
。

　

私
は
、
こ
の
度
の
人
事
異
動
に
よ
り
、
大
阪

派
遣
国
税
庁
監
察
官
か
ら
転
任
し
て
参
り
ま
し

た
柴
原
と
申
し
ま
す
。
前
任
の
石
澤
同
様
、
よ

ろ
し
く
お
願
い
申
し
上
げ
ま
す
。

　

葛
飾
法
人
会
の
皆
様
方
に
お
か
れ
ま
し
て

は
、
正
し
い
税
知
識
の
普
及
と
納
税
意
識
の
高

揚
の
た
め
の
啓
発
活
動
を
は
じ
め
、
税
に
関
す

る
絵
は
が
き
コ
ン
ク
ー
ル
の
開
催
な
ど
、
幅
広

い
事
業
を
積
極
的
に
展
開
し
て
い
た
だ
い
て
お

り
ま
す
。
こ
れ
も
ひ
と
え
に
、
増
田
会
長
様
を

は
じ
め
役
員
並
び
に
会
員
の
皆
様
方
の
ご
尽
力

の
賜
物
で
あ
り
、
深
く
敬
意
を
表
す
る
と
と
も

に
、
税
務
行
政
に
対
し
ま
し
て
格
別
の
ご
理
解

と
ご
協
力
を
賜
り
ま
し
て
厚
く
御
礼
申
し
上
げ

ま
す
。

　

さ
て
、
税
務
署
で
は
、
納
税
者
の
皆
様
が
簡

単
・
便
利
・
ス
ム
ー
ズ
に
申
告
納
税
を
行
え
る

よ
う
、
電
子
申
告
な
ど
の
納
税
者
サ
ー
ビ
ス
に

努
め
て
お
り
ま
す
。
例
年
の
こ
と
で
あ
り
ま

す
が
、
確
定
申
告
の
時
期
に
な
り
ま
す
と
、
税

務
署
は
大
変
混
雑
し
ま
す
。
感
染
症
拡
大
防
止

の
観
点
か
ら
も
、
ご
自
宅
か
ら
パ
ソ
コ
ン
や
ス

マ
ー
ト
フ
ォ
ン
を
利
用
し
た
電
子
申
告
の
利
用

を
是
非
お
願
い
い
た
し
ま
す
。

　

国
税
庁
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
で
は
、
所
得
税
や
消

費
税
の
申
告
書
な
ど
を
作
成
す
る
こ
と
が
で
き

ま
す
。
作
成
し
た
申
告
書
は
、
マ
イ
ナ
ン
バ
ー

カ
ー
ド
と
Ｉ
Ｃ
カ
ー
ド
リ
ー
ダ
ー
ラ
イ
タ
又
は

マ
イ
ナ
ン
バ
ー
カ
ー
ド
対
応
の
ス
マ
ー
ト
フ
ォ

ン
を
お
持
ち
で
あ
れ
ば
﹁
ｅ

－

Ｔａｘ
﹂
を
利
用

し
て
提
出
す
る
こ
と
が
で
き
ま
す
。
マ
イ
ナ
ン

バ
ー
カ
ー
ド
と
Ｉ
Ｃ
カ
ー
ド
リ
ー
ダ
ー
ラ
イ
タ

等
を
お
持
ち
で
な
い
方
も
、
最
寄
り
の
税
務
署

で
事
前
に
Ｉ
Ｄ
パ
ス
ワ
ー
ド
を
取
得
し
て
い
た

だ
く
こ
と
で
、﹁
ｅ

－

Ｔａｘ
﹂
を
利
用
す
る
こ
と

が
で
き
ま
す
。

　

ま
だ
ご
利
用
さ
れ
て
い
な
い
方
は
、
電
子
申

告
の
利
用
を
是
非
ご
検
討
い
た
だ
き
ま
す
と
と

も
に
、
貴
社
の
従
業
員
の
皆
様
方
に
も
ご
案
内

い
た
だ
き
ま
す
よ
う
お
願
い
い
た
し
ま
す
。

　

結
び
に
当
た
り
、
公
益
社
団
法
人
葛
飾
法
人

会
の
益
々
の
ご
発
展
と
会
員
の
皆
様
方
の
ご
健

勝
並
び
に
事
業
の
ご
繁
栄
を
心
か
ら
祈
念
い
た

し
ま
し
て
、
着
任
の
挨
拶
と
さ
せ
て
い
た
だ
き

ま
す
。

署　長

大
おお

石
いし

正
まさ

樹
き

副 署 長

柴
しば

原
はら

伸
しん

二
じ

着
任
の
ご
挨
拶

着
任
の
ご
挨
拶

新
署
長
に
大
石
氏
、

　
渡
邉
署
長
は
、税
大
総
合
主
任
教
授
に
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法人会関係署幹部のご紹介法人会関係署幹部のご紹介法人会関係署幹部のご紹介

葛飾税務署 新名簿（令和２年人事異動） 《令和２年7月10日現在》

役　職　名
令和２事務年度

役　職　名
令和２事務年度

氏　　名 異　動　元 氏　　名 異　動　元
署 長 大 石　正 樹 局・査察部・査察審理課 法人第４統括官 高 橋　　 敦 （留任）
副　署　長（法） 柴 原　伸 二 大阪派遣・庁・監察官 法人第５統括官 垣 本　幸 伸 江東西・法人４・統括官
副　署　長（総） 永 露  　  悟 （留任） 法人第６統括官 奥 村　　 喬 市川・法人２・統括官
特別国税調査官 杉 本　眞 一 局・総務部・税務相談室 法人第７統括官 小 倉　俊 樹 千葉西・法人３・統括官
特別国税調査官 村 上　一 義 川崎南・法人１・統括官 審理専門官（法人） 中 嶋　隆 浩 （留任）
総 務 課 長 沼 澤 千枝子 山梨・総務・総務課長 連絡調整官（法人） 河 内　博 和 松戸・法人１・連絡調整官
法人第１統括官 五十嵐 記 子 局・課税第二部・国際専門官 法 人（審理上席） 宮 下　佳 久 （留任）
法人第２統括官 安 井　富 子 （留任） 源 泉（審理上席） 原 園　宜 治 局・総務部・税務相談室
法人第３統括官 羽 部　英 幸 （留任）

総務課長

沼
ぬま

澤
さわ

千
ち え こ

枝子
出 身 地　三重県
コメント　 この度の人事異動で山梨

署から異動してまいりま
した。１年間どうぞよろ
しくお願いいたします。

法人課税第２部門統括官

安
やす

井
い

富
とみ

子
こ

出 身 地　千葉県
コメント　 葛飾署２年目となりまし

た。引き続きよろしくお
願いいたします。

法人課税第１部門統括官

五
い が ら し

十嵐 記
のり

子
こ

出 身 地　新潟県
コメント　 この度の定期異動で着任

いたしました。引き続き、
税務行政に御協力方よろ
しくお願い申し上げます。

法人課税第２部門源泉審理上席

原
はら

園
ぞの

宜
よし

治
はる

出 身 地　千葉県
コメント　 東京国税局税務相談室から

異動してまいりました。源泉
徴収制度についてわかりや
すく説明していきますので、
よろしくお願いいたします。

法人課税第１部門法人審理上席

宮
みや

下
した

佳
よし

久
ひさ

出 身 地　千葉県
コメント ３年目になりました。会活動

において皆様のお役にたて
るよう頑張ってまいります。
よろしくお願いいたします。
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法
人
会
の「
令
和
３
年
度
税
制
改
正
に
関
す
る
提
言
」が
、9
月

２４
日
の
公
益
財
団
法
人
全
国
法
人
会
総

連
合（
以
下「
全
法
連｣
）の
理
事
会
で
ま
と
ま
っ
た
。

同
提
言
は
、会
員
企
業
か
ら
の
要
望
意
見
、税
制
改
正
に
関
す
る
ア
ン
ケ
ー
ト
な
ど
を
も
と
に
税
制
委
員

会
の
審
議
を
経
て
、取
り
ま
と
め
ら
れ
た
も
の
で
、｢

税
・
財
制
改
革
の
あ
り
方｣

「
中
小
企
業
が
事
業
継
続
す

る
た
め
の
税
制
措
置
」「
地
方
の
あ
り
方
」｢

震
災
復
興
等｣

「
そ
の
他
」か
ら
な
っ
て
い
る
。

全
法
連
で
は
、全
国

８０
万
会
員
の
声
と
し
て
、財
務
省
、総
務
省
、中
小
企
業
庁
、自
民
党
、公
明
党
お
よ

び
国
会
議
員
な
ど
に
対
し
て
実
現
を
求
め
て
要
望
活
動
を
行
っ
て
い
る
。

さ
ら
に
、全
国
41
都
道
県
連
お
よ
び
4
4
0
単
位
会
で
も
、地
元
選
出
の
国
会
議
員
、地
方
自
治
体
の
首

長
、議
長
あ
て
広
汎
な
要
望
活
動
を
行
っ
て
い
る
。提
言（
要
約
）は
次
の
と
お
り
。

１
．新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
へ
の
対
応
と
財

政
健
全
化

○
新
型
コ
ロ
ナ
の
影
響
は
長
期
化
の
様

相
を
見
せ
て
お
り
、
資
金
力
の
弱
い
中

小
企
業
は
す
で
に
限
界
に
き
て
い
る
。

そ
の
経
営
実
態
等
を
見
極
め
な
が
ら
、

雇
用
と
事
業
と
生
活
を
守
る
た
め
の

支
援
策
を
引
き
続
き
講
じ
て
い
く
必
要

が
あ
り
、
国
や
地
方
は
今
般
の
支
援
制

度
の
周
知
・
広
報
の
徹
底
や
申
請
手

続
き
の
簡
便
化
、
ス
ピ
ー
デ
ィ
ー
な
給

付
等
、
実
効
性
を
確
保
す
る
こ
と
が

重
要
で
あ
る
。

○
新
型
コ
ロ
ナ
拡
大
の
収
束
を
見
据
え

つ
つ
、
税
制
だ
け
で
な
く
デ
ジ
タ
ル
化

へ
の
対
応
や
大
胆
な
規
制
緩
和
を
、
ス

ピ
ー
ド
感
を
も
っ
て
行
う
な
ど
、
日
本

経
済
の
迅
速
な
回
復
に
向
け
た
施
策
を

講
じ
る
必
要
が
あ
る
が
、
そ
れ
が
財
政

規
律
を
無
視
し
た
バ
ラ
マ
キ
政
策
と
な

ら
な
い
よ
う
十
分
配
慮
し
、
今
年
度
補

正
予
算
で
盛
り
込
ま
れ
た
膨
大
な
予
備

費
に
つ
い
て
は
厳
し
く
使
途
を
チ
ェッ
ク

す
る
必
要
が
あ
る
。

○
財
政
健
全
化
は
国
家
的
課
題
で
あ
り
、

コ
ロ
ナ
収
束
後
に
は
本
格
的
な
歳
出
・

歳
入
の
一
体
的
改
革
に
入
れ
る
よ
う
準

備
を
進
め
る
こ
と
が
重
要
で
あ
る
。
歳

入
で
は
安
易
に
税
の
自
然
増
収
を
前
提

と
す
る
こ
と
な
く
、
ま
た
歳
出
に
つ
い

て
は
聖
域
を
設
け
ず
に
分
野
別
の
具
体

的
な
削
減
の
方
策
と
工
程
表
を
明
示
し
、

着
実
に
改
革
を
実
行
す
る
よ
う
求
め
る
。

２
．社
会
保
障
制
度
に
対
す
る
基
本
的
考
え
方

○
社
会
保
障
給
付
費
は
公
費
と
保
険
料

で
構
成
さ
れ
て
お
り
、
持
続
可
能
な
社

会
保
障
制
度
を
構
築
す
る
に
は
、
適
正

な「
負
担
」を
確
保
す
る
と
と
も
に
、「
給

付
」
を
「
重
点
化
・
効
率
化
」
に
よ
っ

て
可
能
な
限
り
抑
制
す
る
こ
と
が
必
須

で
あ
る
。

○
社
会
保
障
の
あ
り
方
で
は
「
自
助
」

「
公
助
」「
共
助
」
の
役
割
と
範
囲
を
改

め
て
見
直
す
ほ
か
、
公
平
性
の
視
点
も

重
要
で
あ
る
。
医
療
保
険
の
窓
口
負
担

や
介
護
保
険
の
利
用
者
負
担
な
ど
に
つ

い
て
は
、
高
齢
者
に
お
い
て
も
負
担
能

力
に
応
じ
た
公
平
な
負
担
を
原
則
と
す

る
必
要
が
あ
る
。

○
年
金
に
つ
い
て
は
、「
マ
ク
ロ
経
済
ス

ラ
イ
ド
の
厳
格
対
応
」、「
支
給
開
始
年

齢
の
引
き
上
げ
」、「
高
所
得
高
齢
者
の

基
礎
年
金
国
庫
負
担
相
当
分
の
年
金
給

付
削
減
」
等
、
抜
本
的
な
施
策
を
実
施

す
る
。

○
少
子
化
対
策
で
は
、
現
金
給
付
よ
り

保
育
所
や
学
童
保
育
等
を
整
備
す
る
な

ど
の
現
物
給
付
に
重
点
を
置
く
べ
き
で

あ
る
。
企
業
も
積
極
的
に
子
育
て
支
援

に
関
与
で
き
る
よ
う
、
企
業
主
導
型
保

育
事
業
の
さ
ら
な
る
活
用
に
向
け
て
検

討
す
る
。
子
ど
も
・
子
育
て
支
援
等
の

取
り
組
み
を
着
実
に
推
進
す
る
た
め
に

は
安
定
財
源
を
確
保
す
る
必
要
が
あ
る
。

３
．行
政
改
革
の
徹
底

○
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
対
策
に
つ
い

て
も
、
政
治
の
対
応
が
迷
走
、
行
政
も

旧
態
依
然
と
し
た
仕
組
み
に
よ
る
矛
盾

や
悪
弊
が
明
ら
か
と
な
っ
た
。
こ
れ
を

機
に
地
方
を
含
め
た
政
府
と
議
会
は

「
ま
ず
隗
よ
り
始
め
よ
」
の
精
神
に
基

づ
き
自
ら
身
を
削
る
な
ど
行
政
改
革
を

徹
底
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
国･

地

方
に
お
け
る
議
員
定
数
の
大
胆
な
削
減
、

歳
費
の
抑
制
と
国
・
地
方
公
務
員
の
人

員
削
減
と
能
力
を
重
視
し
た
賃
金
体
系

に
よ
る
人
件
費
の
抑
制
を
求
め
る
。

１
．法
人
税
関
係

○
中
小
企
業
は
新
型
コ
ロ
ナ
拡
大
に
よ

る
深
刻
な
影
響
を
受
け
不
安
が
増
幅
し
、

自
然
災
害
に
よ
る
被
害
も
多
発
す
る
な

ど
中
小
企
業
を
取
り
巻
く
環
境
は
一
段

と
厳
し
さ
を
増
し
て
お
り
、
事
業
を
継

続
し
て
い
く
た
め
の
税
制
措
置
の
拡
充

等
が
必
要
で
あ
る
。

○
中
小
法
人
に
適
用
さ
れ
る
軽
減
税
率

の
特
例
１５
％
を
本
則
化
す
べ
き
で
あ
る
。

ま
た
、
８
０
０
万
円
以
下
に
据
え
置
か

れ
て
い
る
軽
減
税
率
の
適
用
所
得
金
額

を
、
少
な
く
と
も
１
，６
０
０
万
円
程
度

に
引
き
上
げ
る
。
な
お
、
そ
れ
が
直
ち

に
本
則
化
す
る
こ
と
が
困
難
な
場
合
は
、

令
和
3
年
3
月
末
日
と
な
っ
て
い
る
適

用
期
限
を
延
長
す
る
。

○
租
税
特
別
措
置
に
つ
い
て
は
、
公
平

性
・
簡
素
化
の
観
点
か
ら
、
政
策
目
的

を
達
し
た
も
の
は
廃
止
を
含
め
て
整
理

合
理
化
を
行
う
必
要
は
あ
る
が
、
中
小

企
業
の
技
術
革
新
な
ど
経
済
活
性
化
に

資
す
る
措
置
は
、
制
度
を
拡
充
し
た
う

え
で
本
則
化
す
べ
き
で
あ
る
。

①
中
小
企
業
投
資
促
進
税
制
に
つ
い
て

は
、
対
象
設
備
を
拡
充
し
た
う
え
、

「
中
古
設
備
」
を
含
め
る
。
な
お
、

そ
れ
が
直
ち
に
困
難
な
場
合
は
、
令

和
３
年
３
月
末
日
ま
で
と
な
っ
て
い
る

特
例
措
置
の
適
用
期
限
を
延
長
す
る
。

②
少
額
減
価
償
却
資
産
の
取
得
価
額
の

損
金
算
入
の
特
例
措
置
に
つ
い
て
は
、

損
金
算
入
額
の
上
限
（
合
計
３
０
０

万
円
）
を
撤
廃
し
全
額
を
損
金
算
入

と
す
る
。

○
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
緊
急

経
済
対
策
に
お
け
る
税
制
上
の
措
置
に

つ
い
て
は
、
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
の

収
束
時
期
が
不
透
明
で
あ
る
こ
と
か
ら
、

中
小
企
業
の
厳
し
い
経
営
実
態
等
を
見

極
め
な
が
ら
、
適
用
期
限
の
延
長
や
制

度
を
拡
充
す
る
こ
と
。

２
．消
費
税
関
係

○
昨
年
１０
月
に
導
入
さ
れ
た
軽
減
税
率

制
度
は
事
業
者
の
事
務
負
担
が
大
き
い

う
え
、
税
制
の
簡
素
化
、
税
務
執
行
コ

ス
ト
お
よ
び
税
収
確
保
な
ど
の
観
点
か

ら
問
題
が
多
い
。
か
ね
て
か
ら
税
率

１０
％
程
度
ま
で
は
単
一
税
率
が
望
ま
し

く
、
低
所
得
者
対
策
は
「
簡
素
な
給
付

措
置
」
の
見
直
し
で
対
応
す
る
の
が
適

当
で
あ
る
こ
と
を
指
摘
し
て
き
た
。
国

民
や
事
業
者
へ
の
影
響
、
低
所
得
者
対

策
の
効
果
等
を
検
証
し
、
問
題
が
あ
れ

ば
同
制
度
の
是
非
を
含
め
て
見
直
し
が

必
要
で
あ
る
。

○
消
費
税
の
滞
納
防
止
は
税
率
の
引
き

上
げ
に
伴
っ
て
よ
り
重
要
な
課
題
と
な
っ

て
い
る
。
消
費
税
の
制
度
、
執
行
面
に

お
い
て
さ
ら
な
る
対
策
を
講
じ
る
必
要

が
あ
る
。

○
令
和
５
年
１０
月
か
ら
の
「
適
格
請
求

書
等
保
存
方
式
」
導
入
に
向
け
、
令
和

３
年
１０
月
よ
り
「
適
格
請
求
書
発
行
事

業
者
」
の
登
録
申
請
が
は
じ
ま
る
。
こ

う
し
た
中
で
新
型
コ
ロ
ナ
の
拡
大
が
特

に
小
規
模
事
業
者
等
の
事
業
継
続
に
多

大
な
影
響
を
与
え
て
い
る
。
こ
れ
ら
事

業
者
が
事
務
負
担
増
等
の
理
由
に
よ
り

廃
業
を
選
択
す
る
こ
と
の
な
い
よ
う
、

現
行
の
「
区
分
記
載
請
求
書
等
保
存
方

式
」
を
当
面
維
持
す
る
な
ど
、
弾
力
的

な
対
応
を
求
め
る
。

３
．事
業
承
継
税
制
関
係

○
我
が
国
企
業
の
大
半
を
占
め
る
中
小

企
業
は
、
地
域
経
済
の
活
性
化
や
雇
用

の
確
保
等
に
大
き
く
貢
献
し
て
い
る
。

中
小
企
業
が
相
続
税
の
負
担
等
に
よ
っ

て
事
業
が
承
継
で
き
な
く
な
れ
ば
、
経

済
社
会
の
根
幹
が
揺
ら
ぐ
こ
と
に
な
る
。

平
成
３０
年
度
の
税
制
改
正
で
は
比
較
的

大
き
な
見
直
し
が
行
わ
れ
た
が
、
さ
ら

な
る
抜
本
的
な
対
応
が
必
要
で
あ
る
。

○
事
業
に
資
す
る
相
続
に
つ
い
て
は
、

事
業
従
事
を
条
件
と
し
て
他
の
一
般
資

産
と
切
り
離
し
、
非
上
場
株
式
を
含
め

て
事
業
用
資
産
へ
の
課
税
を
軽
減
、
あ

る
い
は
免
除
す
る
本
格
的
な
事
業
承
継

税
制
の
創
設
を
求
め
る
。

○
相
続
税
、
贈
与
税
の
納
税
猶
予
制
度

は
、
猶
予
制
度
で
は
な
く
免
除
制
度
に

改
め
る
。
新
型
コ
ロ
ナ
の
影
響
な
ど
を

考
慮
す
る
と
、
平
成
２９
年
以
前
の
制
度

適
用
者
に
対
し
て
も
適
用
要
件
を
緩
和

す
る
な
ど
配
慮
す
べ
き
で
あ
る
。
国
は

円
滑
な
事
業
承
継
が
図
ら
れ
る
よ
う
、

経
営
者
に
向
け
た
制
度
周
知
に
努
め
る

必
要
が
あ
る
。
な
お
、
特
例
制
度
を
適

用
す
る
た
め
に
は
、
令
和
５
年
３
月
末

日
ま
で
に
「
特
例
承
継
計
画
」
を
提
出

す
る
必
要
が
あ
る
が
、
こ
れ
か
ら
事
業

承
継
の
検
討
（
後
継
者
の
選
任
等
）
を

始
め
る
企
業
に
と
っ
て
は
時
間
的
な
余

裕
が
な
い
こ
と
等
が
懸
念
さ
れ
る
た
め
、

計
画
書
の
提
出
期
限
に
つ
い
て
配
慮
す

べ
き
で
あ
る
。

４
．相
続
税・贈
与
税
関
係

○
相
続
税
の
負
担
率
は
す
で
に
先
進
主

要
国
並
み
で
あ
る
こ
と
か
ら
、
こ
れ
以

上
の
課
税
強
化
は
行
う
べ
き
で
は
な
い
。

な
お
、
贈
与
税
は
経
済
の
活
性
化
に
資

す
る
よ
う
、
基
礎
控
除
を
引
き
上
げ
、

相
続
時
精
算
課
税
制
度
の
特
別
控
除
額

（
２
，５
０
０
万
円
）
を
引
き
上
げ
る
べ

き
で
あ
る
。

５
．地
方
税
関
係

○
固
定
資
産
税
に
つ
い
て
は
、
令
和
３
年

度
は
評
価
替
え
の
年
度
と
な
る
が
、
今

般
の
新
型
コ
ロ
ナ
は
企
業
に
多
大
な
影
響

を
与
え
て
い
る
こ
と
か
ら
、
負
担
増
と

な
ら
な
い
よ
う
配
慮
す
べ
き
で
あ
る
。
さ

ら
に
、
都
市
計
画
税
と
合
せ
て
評
価
方

法
お
よ
び
課
税
方
式
を
抜
本
的
に
見
直

す
べ
き
で
あ
る
。

○
今
般
の
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
拡
大

は
、
東
京
一
極
集
中
の
リ
ス
ク
を
浮
き

彫
り
に
す
る
一
方
、
地
方
分
権
化
と
広

域
行
政
の
必
要
性
も
改
め
て
問
い
か
け

る
こ
と
に
な
っ
た
。
地
方
分
権
化
は
国

と
地
方
の
役
割
分
担
を
見
直
し
、
財
政

や
行
政
の
効
率
化
を
図
る
こ
と
で
あ
り
、

こ
れ
を
機
に
分
権
化
の
議
論
が
さ
ら
に

高
ま
る
こ
と
を
期
待
し
た
い
。

○
東
日
本
大
震
災
か
ら
の
復
興
に
向
け

て
復
興
期
間
の
後
期
で
あ
る
「
復
興
・

創
生
期
間
（
平
成
２８
年
度
〜
令
和
２
年

度
）」
も
最
終
年
度
で
あ
る
５
年
目
に

入
っ
た
が
、
被
災
地
の
復
興
、
産
業
の

再
生
は
い
ま
だ
道
半
ば
で
あ
る
。
今
後

の
復
興
事
業
に
当
た
っ
て
は
こ
れ
ま
で

の
効
果
を
十
分
に
検
証
し
、
予
算
を
適

正
か
つ
迅
速
に
執
行
す
る
と
と
も
に
、

原
発
事
故
へ
の
対
応
を
含
め
て
引
き
続

き
、
適
切
な
支
援
を
行
う
必
要
が
あ
る
。

○
税
の
意
義
や
税
が
果
た
す
役
割
を
国

民
が
十
分
に
理
解
し
て
い
る
と
は
言
い

が
た
い
。学
校
教
育
は
も
と
よ
り
、社
会

全
体
で
租
税
教
育
に
取
り
組
み
、納
税
意

識
の
向
上
を
図
っ
て
い
く
必
要
が
あ
る
。

―
―

 

東
京
法
人
会
連
合
会 ―

―

　
提
言
の
全
文
は
「
全
法
連
ホ
ー
ム
ペ
ー

　
ジ
」
で
ご
覧
い
た
だ
け
ま
す
。

　https://w
w

w
.zenkokuhojinkai.or.jp/

税
・
財
政
改
革
の
あ
り
方

Ⅰ

中
小
企
業
が
事
業
継
続

　
　
す
る
た
め
の
税
制
措
置

Ⅱ
地
方
の
あ
り
方

Ⅲ
震
災
復
興
等

Ⅳ
そ
の
他

Ⅴ

法
人
会
の
「
令
和
３
年
度
税
制
改
正
に
関
す
る
提
言
」
ま
と
ま
る

コ
ロ
ナ
禍
に
お
け
る
厳
し
い
経
営
環
境
を
踏
ま
え
、

　
　
中
小
企
業
に
実
効
性
あ
る
支
援
と
税
制
措
置
を
！
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法
人
会
の「
令
和
３
年
度
税
制
改
正
に
関
す
る
提
言
」が
、9
月

２４
日
の
公
益
財
団
法
人
全
国
法
人
会
総

連
合（
以
下「
全
法
連｣

）の
理
事
会
で
ま
と
ま
っ
た
。

同
提
言
は
、会
員
企
業
か
ら
の
要
望
意
見
、税
制
改
正
に
関
す
る
ア
ン
ケ
ー
ト
な
ど
を
も
と
に
税
制
委
員

会
の
審
議
を
経
て
、取
り
ま
と
め
ら
れ
た
も
の
で
、｢

税
・
財
制
改
革
の
あ
り
方｣

「
中
小
企
業
が
事
業
継
続
す

る
た
め
の
税
制
措
置
」「
地
方
の
あ
り
方
」｢

震
災
復
興
等｣

「
そ
の
他
」か
ら
な
っ
て
い
る
。

全
法
連
で
は
、全
国

８０
万
会
員
の
声
と
し
て
、財
務
省
、総
務
省
、中
小
企
業
庁
、自
民
党
、公
明
党
お
よ

び
国
会
議
員
な
ど
に
対
し
て
実
現
を
求
め
て
要
望
活
動
を
行
っ
て
い
る
。

さ
ら
に
、全
国
41
都
道
県
連
お
よ
び
4
4
0
単
位
会
で
も
、地
元
選
出
の
国
会
議
員
、地
方
自
治
体
の
首

長
、議
長
あ
て
広
汎
な
要
望
活
動
を
行
っ
て
い
る
。提
言（
要
約
）は
次
の
と
お
り
。

１
．新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
へ
の
対
応
と
財

政
健
全
化

○
新
型
コ
ロ
ナ
の
影
響
は
長
期
化
の
様

相
を
見
せ
て
お
り
、
資
金
力
の
弱
い
中

小
企
業
は
す
で
に
限
界
に
き
て
い
る
。

そ
の
経
営
実
態
等
を
見
極
め
な
が
ら
、

雇
用
と
事
業
と
生
活
を
守
る
た
め
の

支
援
策
を
引
き
続
き
講
じ
て
い
く
必
要

が
あ
り
、
国
や
地
方
は
今
般
の
支
援
制

度
の
周
知
・
広
報
の
徹
底
や
申
請
手

続
き
の
簡
便
化
、
ス
ピ
ー
デ
ィ
ー
な
給

付
等
、
実
効
性
を
確
保
す
る
こ
と
が

重
要
で
あ
る
。

○
新
型
コ
ロ
ナ
拡
大
の
収
束
を
見
据
え

つ
つ
、
税
制
だ
け
で
な
く
デ
ジ
タ
ル
化

へ
の
対
応
や
大
胆
な
規
制
緩
和
を
、
ス

ピ
ー
ド
感
を
も
っ
て
行
う
な
ど
、
日
本

経
済
の
迅
速
な
回
復
に
向
け
た
施
策
を

講
じ
る
必
要
が
あ
る
が
、
そ
れ
が
財
政

規
律
を
無
視
し
た
バ
ラ
マ
キ
政
策
と
な

ら
な
い
よ
う
十
分
配
慮
し
、
今
年
度
補

正
予
算
で
盛
り
込
ま
れ
た
膨
大
な
予
備

費
に
つ
い
て
は
厳
し
く
使
途
を
チ
ェッ
ク

す
る
必
要
が
あ
る
。

○
財
政
健
全
化
は
国
家
的
課
題
で
あ
り
、

コ
ロ
ナ
収
束
後
に
は
本
格
的
な
歳
出
・

歳
入
の
一
体
的
改
革
に
入
れ
る
よ
う
準

備
を
進
め
る
こ
と
が
重
要
で
あ
る
。
歳

入
で
は
安
易
に
税
の
自
然
増
収
を
前
提

と
す
る
こ
と
な
く
、
ま
た
歳
出
に
つ
い

て
は
聖
域
を
設
け
ず
に
分
野
別
の
具
体

的
な
削
減
の
方
策
と
工
程
表
を
明
示
し
、

着
実
に
改
革
を
実
行
す
る
よ
う
求
め
る
。

２
．社
会
保
障
制
度
に
対
す
る
基
本
的
考
え
方

○
社
会
保
障
給
付
費
は
公
費
と
保
険
料

で
構
成
さ
れ
て
お
り
、
持
続
可
能
な
社

会
保
障
制
度
を
構
築
す
る
に
は
、
適
正

な「
負
担
」を
確
保
す
る
と
と
も
に
、「
給

付
」
を
「
重
点
化
・
効
率
化
」
に
よ
っ

て
可
能
な
限
り
抑
制
す
る
こ
と
が
必
須

で
あ
る
。

○
社
会
保
障
の
あ
り
方
で
は
「
自
助
」

「
公
助
」「
共
助
」
の
役
割
と
範
囲
を
改

め
て
見
直
す
ほ
か
、
公
平
性
の
視
点
も

重
要
で
あ
る
。
医
療
保
険
の
窓
口
負
担

や
介
護
保
険
の
利
用
者
負
担
な
ど
に
つ

い
て
は
、
高
齢
者
に
お
い
て
も
負
担
能

力
に
応
じ
た
公
平
な
負
担
を
原
則
と
す

る
必
要
が
あ
る
。

○
年
金
に
つ
い
て
は
、「
マ
ク
ロ
経
済
ス

ラ
イ
ド
の
厳
格
対
応
」、「
支
給
開
始
年

齢
の
引
き
上
げ
」、「
高
所
得
高
齢
者
の

基
礎
年
金
国
庫
負
担
相
当
分
の
年
金
給

付
削
減
」
等
、
抜
本
的
な
施
策
を
実
施

す
る
。

○
少
子
化
対
策
で
は
、
現
金
給
付
よ
り

保
育
所
や
学
童
保
育
等
を
整
備
す
る
な

ど
の
現
物
給
付
に
重
点
を
置
く
べ
き
で

あ
る
。
企
業
も
積
極
的
に
子
育
て
支
援

に
関
与
で
き
る
よ
う
、
企
業
主
導
型
保

育
事
業
の
さ
ら
な
る
活
用
に
向
け
て
検

討
す
る
。
子
ど
も
・
子
育
て
支
援
等
の

取
り
組
み
を
着
実
に
推
進
す
る
た
め
に

は
安
定
財
源
を
確
保
す
る
必
要
が
あ
る
。

３
．行
政
改
革
の
徹
底

○
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
対
策
に
つ
い

て
も
、
政
治
の
対
応
が
迷
走
、
行
政
も

旧
態
依
然
と
し
た
仕
組
み
に
よ
る
矛
盾

や
悪
弊
が
明
ら
か
と
な
っ
た
。
こ
れ
を

機
に
地
方
を
含
め
た
政
府
と
議
会
は

「
ま
ず
隗
よ
り
始
め
よ
」
の
精
神
に
基

づ
き
自
ら
身
を
削
る
な
ど
行
政
改
革
を

徹
底
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
国･

地

方
に
お
け
る
議
員
定
数
の
大
胆
な
削
減
、

歳
費
の
抑
制
と
国
・
地
方
公
務
員
の
人

員
削
減
と
能
力
を
重
視
し
た
賃
金
体
系

に
よ
る
人
件
費
の
抑
制
を
求
め
る
。

１
．法
人
税
関
係

○
中
小
企
業
は
新
型
コ
ロ
ナ
拡
大
に
よ

る
深
刻
な
影
響
を
受
け
不
安
が
増
幅
し
、

自
然
災
害
に
よ
る
被
害
も
多
発
す
る
な

ど
中
小
企
業
を
取
り
巻
く
環
境
は
一
段

と
厳
し
さ
を
増
し
て
お
り
、
事
業
を
継

続
し
て
い
く
た
め
の
税
制
措
置
の
拡
充

等
が
必
要
で
あ
る
。

○
中
小
法
人
に
適
用
さ
れ
る
軽
減
税
率

の
特
例
１５
％
を
本
則
化
す
べ
き
で
あ
る
。

ま
た
、
８
０
０
万
円
以
下
に
据
え
置
か

れ
て
い
る
軽
減
税
率
の
適
用
所
得
金
額

を
、
少
な
く
と
も
１
，６
０
０
万
円
程
度

に
引
き
上
げ
る
。
な
お
、
そ
れ
が
直
ち

に
本
則
化
す
る
こ
と
が
困
難
な
場
合
は
、

令
和
3
年
3
月
末
日
と
な
っ
て
い
る
適

用
期
限
を
延
長
す
る
。

○
租
税
特
別
措
置
に
つ
い
て
は
、
公
平

性
・
簡
素
化
の
観
点
か
ら
、
政
策
目
的

を
達
し
た
も
の
は
廃
止
を
含
め
て
整
理

合
理
化
を
行
う
必
要
は
あ
る
が
、
中
小

企
業
の
技
術
革
新
な
ど
経
済
活
性
化
に

資
す
る
措
置
は
、
制
度
を
拡
充
し
た
う

え
で
本
則
化
す
べ
き
で
あ
る
。

①
中
小
企
業
投
資
促
進
税
制
に
つ
い
て

は
、
対
象
設
備
を
拡
充
し
た
う
え
、

「
中
古
設
備
」
を
含
め
る
。
な
お
、

そ
れ
が
直
ち
に
困
難
な
場
合
は
、
令

和
３
年
３
月
末
日
ま
で
と
な
っ
て
い
る

特
例
措
置
の
適
用
期
限
を
延
長
す
る
。

②
少
額
減
価
償
却
資
産
の
取
得
価
額
の

損
金
算
入
の
特
例
措
置
に
つ
い
て
は
、

損
金
算
入
額
の
上
限
（
合
計
３
０
０

万
円
）
を
撤
廃
し
全
額
を
損
金
算
入

と
す
る
。

○
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
緊
急

経
済
対
策
に
お
け
る
税
制
上
の
措
置
に

つ
い
て
は
、
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
の

収
束
時
期
が
不
透
明
で
あ
る
こ
と
か
ら
、

中
小
企
業
の
厳
し
い
経
営
実
態
等
を
見

極
め
な
が
ら
、
適
用
期
限
の
延
長
や
制

度
を
拡
充
す
る
こ
と
。

２
．消
費
税
関
係

○
昨
年
１０
月
に
導
入
さ
れ
た
軽
減
税
率

制
度
は
事
業
者
の
事
務
負
担
が
大
き
い

う
え
、
税
制
の
簡
素
化
、
税
務
執
行
コ

ス
ト
お
よ
び
税
収
確
保
な
ど
の
観
点
か

ら
問
題
が
多
い
。
か
ね
て
か
ら
税
率

１０
％
程
度
ま
で
は
単
一
税
率
が
望
ま
し

く
、
低
所
得
者
対
策
は
「
簡
素
な
給
付

措
置
」
の
見
直
し
で
対
応
す
る
の
が
適

当
で
あ
る
こ
と
を
指
摘
し
て
き
た
。
国

民
や
事
業
者
へ
の
影
響
、
低
所
得
者
対

策
の
効
果
等
を
検
証
し
、
問
題
が
あ
れ

ば
同
制
度
の
是
非
を
含
め
て
見
直
し
が

必
要
で
あ
る
。

○
消
費
税
の
滞
納
防
止
は
税
率
の
引
き

上
げ
に
伴
っ
て
よ
り
重
要
な
課
題
と
な
っ

て
い
る
。
消
費
税
の
制
度
、
執
行
面
に

お
い
て
さ
ら
な
る
対
策
を
講
じ
る
必
要

が
あ
る
。

○
令
和
５
年
１０
月
か
ら
の
「
適
格
請
求

書
等
保
存
方
式
」
導
入
に
向
け
、
令
和

３
年
１０
月
よ
り
「
適
格
請
求
書
発
行
事

業
者
」
の
登
録
申
請
が
は
じ
ま
る
。
こ

う
し
た
中
で
新
型
コ
ロ
ナ
の
拡
大
が
特

に
小
規
模
事
業
者
等
の
事
業
継
続
に
多

大
な
影
響
を
与
え
て
い
る
。
こ
れ
ら
事

業
者
が
事
務
負
担
増
等
の
理
由
に
よ
り

廃
業
を
選
択
す
る
こ
と
の
な
い
よ
う
、

現
行
の
「
区
分
記
載
請
求
書
等
保
存
方

式
」
を
当
面
維
持
す
る
な
ど
、
弾
力
的

な
対
応
を
求
め
る
。

３
．事
業
承
継
税
制
関
係

○
我
が
国
企
業
の
大
半
を
占
め
る
中
小

企
業
は
、
地
域
経
済
の
活
性
化
や
雇
用

の
確
保
等
に
大
き
く
貢
献
し
て
い
る
。

中
小
企
業
が
相
続
税
の
負
担
等
に
よ
っ

て
事
業
が
承
継
で
き
な
く
な
れ
ば
、
経

済
社
会
の
根
幹
が
揺
ら
ぐ
こ
と
に
な
る
。

平
成
３０
年
度
の
税
制
改
正
で
は
比
較
的

大
き
な
見
直
し
が
行
わ
れ
た
が
、
さ
ら

な
る
抜
本
的
な
対
応
が
必
要
で
あ
る
。

○
事
業
に
資
す
る
相
続
に
つ
い
て
は
、

事
業
従
事
を
条
件
と
し
て
他
の
一
般
資

産
と
切
り
離
し
、
非
上
場
株
式
を
含
め

て
事
業
用
資
産
へ
の
課
税
を
軽
減
、
あ

る
い
は
免
除
す
る
本
格
的
な
事
業
承
継

税
制
の
創
設
を
求
め
る
。

○
相
続
税
、
贈
与
税
の
納
税
猶
予
制
度

は
、
猶
予
制
度
で
は
な
く
免
除
制
度
に

改
め
る
。
新
型
コ
ロ
ナ
の
影
響
な
ど
を

考
慮
す
る
と
、
平
成
２９
年
以
前
の
制
度

適
用
者
に
対
し
て
も
適
用
要
件
を
緩
和

す
る
な
ど
配
慮
す
べ
き
で
あ
る
。
国
は

円
滑
な
事
業
承
継
が
図
ら
れ
る
よ
う
、

経
営
者
に
向
け
た
制
度
周
知
に
努
め
る

必
要
が
あ
る
。
な
お
、
特
例
制
度
を
適

用
す
る
た
め
に
は
、
令
和
５
年
３
月
末

日
ま
で
に
「
特
例
承
継
計
画
」
を
提
出

す
る
必
要
が
あ
る
が
、
こ
れ
か
ら
事
業

承
継
の
検
討
（
後
継
者
の
選
任
等
）
を

始
め
る
企
業
に
と
っ
て
は
時
間
的
な
余

裕
が
な
い
こ
と
等
が
懸
念
さ
れ
る
た
め
、

計
画
書
の
提
出
期
限
に
つ
い
て
配
慮
す

べ
き
で
あ
る
。

４
．相
続
税・贈
与
税
関
係

○
相
続
税
の
負
担
率
は
す
で
に
先
進
主

要
国
並
み
で
あ
る
こ
と
か
ら
、
こ
れ
以

上
の
課
税
強
化
は
行
う
べ
き
で
は
な
い
。

な
お
、
贈
与
税
は
経
済
の
活
性
化
に
資

す
る
よ
う
、
基
礎
控
除
を
引
き
上
げ
、

相
続
時
精
算
課
税
制
度
の
特
別
控
除
額

（
２
，５
０
０
万
円
）
を
引
き
上
げ
る
べ

き
で
あ
る
。

５
．地
方
税
関
係

○
固
定
資
産
税
に
つ
い
て
は
、
令
和
３
年

度
は
評
価
替
え
の
年
度
と
な
る
が
、
今

般
の
新
型
コ
ロ
ナ
は
企
業
に
多
大
な
影
響

を
与
え
て
い
る
こ
と
か
ら
、
負
担
増
と

な
ら
な
い
よ
う
配
慮
す
べ
き
で
あ
る
。
さ

ら
に
、
都
市
計
画
税
と
合
せ
て
評
価
方

法
お
よ
び
課
税
方
式
を
抜
本
的
に
見
直

す
べ
き
で
あ
る
。

○
今
般
の
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
拡
大

は
、
東
京
一
極
集
中
の
リ
ス
ク
を
浮
き

彫
り
に
す
る
一
方
、
地
方
分
権
化
と
広

域
行
政
の
必
要
性
も
改
め
て
問
い
か
け

る
こ
と
に
な
っ
た
。
地
方
分
権
化
は
国

と
地
方
の
役
割
分
担
を
見
直
し
、
財
政

や
行
政
の
効
率
化
を
図
る
こ
と
で
あ
り
、

こ
れ
を
機
に
分
権
化
の
議
論
が
さ
ら
に

高
ま
る
こ
と
を
期
待
し
た
い
。

○
東
日
本
大
震
災
か
ら
の
復
興
に
向
け

て
復
興
期
間
の
後
期
で
あ
る
「
復
興
・

創
生
期
間
（
平
成
２８
年
度
〜
令
和
２
年

度
）」
も
最
終
年
度
で
あ
る
５
年
目
に

入
っ
た
が
、
被
災
地
の
復
興
、
産
業
の

再
生
は
い
ま
だ
道
半
ば
で
あ
る
。
今
後

の
復
興
事
業
に
当
た
っ
て
は
こ
れ
ま
で

の
効
果
を
十
分
に
検
証
し
、
予
算
を
適

正
か
つ
迅
速
に
執
行
す
る
と
と
も
に
、

原
発
事
故
へ
の
対
応
を
含
め
て
引
き
続

き
、
適
切
な
支
援
を
行
う
必
要
が
あ
る
。

○
税
の
意
義
や
税
が
果
た
す
役
割
を
国

民
が
十
分
に
理
解
し
て
い
る
と
は
言
い

が
た
い
。学
校
教
育
は
も
と
よ
り
、社
会

全
体
で
租
税
教
育
に
取
り
組
み
、納
税
意

識
の
向
上
を
図
っ
て
い
く
必
要
が
あ
る
。

―
―

 

東
京
法
人
会
連
合
会 ―

―

　
提
言
の
全
文
は
「
全
法
連
ホ
ー
ム
ペ
ー

　
ジ
」
で
ご
覧
い
た
だ
け
ま
す
。

　https://w
w

w
.zenkokuhojinkai.or.jp/

税
・
財
政
改
革
の
あ
り
方

Ⅰ

中
小
企
業
が
事
業
継
続

　
　
す
る
た
め
の
税
制
措
置

Ⅱ
地
方
の
あ
り
方

Ⅲ
震
災
復
興
等

Ⅳ
そ
の
他

Ⅴ

法
人
会
の
「
令
和
３
年
度
税
制
改
正
に
関
す
る
提
言
」
ま
と
ま
る

コ
ロ
ナ
禍
に
お
け
る
厳
し
い
経
営
環
境
を
踏
ま
え
、

　
　
中
小
企
業
に
実
効
性
あ
る
支
援
と
税
制
措
置
を
！
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公
益
社
団
法
人
葛
飾
法
人
会
第
八
回

総
会
が
令
和
二
年
六
月
九
日
午
後
三

時
よ
り
法
人
会
館
三
階
大
会
議
室
に

て
行
わ
れ
た
。
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル

ス
禍
の
さ
中
、
出
席
人
数
を
限
定
し
、

感
染
対
策
に
細
心
の
注
意
が
払
わ
れ

た
。

　

司
会
・
小
倉
総
務
委
員
長
の
第
一

声
に
て
始
ま
る
。
ま
ず
開
会
の
辞
を

中
村
副
会
長
が
、
次
い
で
増
田
会
長

の
あ
い
さ
つ
に
立
っ
た
。
会
長
は
出

席
者
に
心
か
ら
謝
し
、
葛
飾
法
人
会

は
社
会
に
有
益
な
活
動
を
続
け
て
い

る
が
、
コ
ロ
ナ
禍
の
中
、
健
康
安
全

面
に
配
慮
し
、
本
年
は
事
業
活
動
を

抑
え
る
必
要
に
迫
ら
れ
て
い
る
こ
と

を
訴
え
た
。

　

増
田
会
長
が
議
長
に
選
出
さ
れ
、
議

事
に
入
る
。
各
委
員
長
よ
り
簡
潔
に

議
案
書
の
報
告
が
あ
り
、
賛
成
多
数

に
よ
り
報
告
事
項
、
決
議
事
項
が
滞

り
な
く
了
承
さ
れ
た
。

　

最
後
に
宮
下
副
会
長
が
閉
会
の
辞

を
述
べ
、
締
め
く
く
っ
た
。

  
第
八
回

  
  

葛
飾
法
人
会

定
時
総
会

人
類
の
選
択
「
ポ
ス
ト
・
コ
ロ
ナ
を
世
界
史
で
解
く
」

　
　
　
　
　
佐
藤
　
　
優

　
　
　
　
　
　
　
　
Ｎ
Ｈ
Ｋ
出
版
新
書
　
二
〇
二
〇
年

■
「
リ
ス
ク
以
上
、
ク
ラ
イ
シ
ス
未
満
」

　
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
が
パ
ン
デ
ミ
ッ
ク
化
し
た
こ
と

で
人
類
は
深
刻
な
危
機
に
直
面
し
て
い
る
。
た
だ
著
者
は

言
う
。
こ
の
危
機
は
「
リ
ス
ク
（
予
測
可
能
な
不
都
合
な

出
来
事
）
以
上
、
ク
ラ
イ
シ
ス
（
予
見
が
難
し
く
、
生
き

死
に
に
直
結
す
る
よ
う
な
危
機
）
未
満
と
い
う
性
格
を
帯

び
て
い
る
。
リ
ス
ク
の
閾
値
を
超
え
て
い
る
の
で
、
適
切

な
処
方
箋
を
書
く
こ
と
が
で
き
な
い
。
他
方
、
ク
ラ
イ
シ

ス
で
は
な
い
の
で
、
コ
ロ
ナ
禍
に
よ
っ
て
人
類
が
滅
亡
す

る
と
い
う
こ
と
も
な
い
。こ
こ
に
対
応
の
難
し
さ
が
あ
る
。

　
こ
の
認
識
に
至
ら
な
か
っ
た
英
国
、
イ
タ
リ
ア
、
米
国
は
対
策
に
後
れ
を
取
り
、

比
較
的
対
応
が
成
功
し
た
の
は
台
湾
や
、
ド
イ
ツ
、
韓
国
、
中
国
だ
っ
た
。。
日
本
で

は
「
自
粛
」
と
い
う
日
本
特
有
の
同
調
圧
力
に
頼
っ
て
独
自
路
線
を
行
っ
て
い
る
の
で

あ
る
が
。

■
『
ホ
モ
・
デ
ウ
ス
』
の
予
測
は
外
れ
た
の
か

　
本
書
は
著
者
が
巷
間
あ
ふ
れ
る
諸
論
を
渉
猟
し
、
世
界
史
を
ふ
ま
え
コ
ロ
ナ
後
の

世
界
を
読
み
解
い
た
も
の
で
あ
る
。
疫
病
の
世
界
史
を
現
在
と
類
比
あ
る
い
は
類
型

的
に
分
析
し
て
い
る
。
以
前
紹
介
し
た
ユ
ヴ
ァ
ル
・
ノ
ア
・
ハ
ラ
リ
が
「
人
類
は
飢

饉
、
疫
病
、
戦
争
を
克
服
し
つ
つ
あ
る
」
と
し
、
こ
れ
を
前
提
に
未
来
予
測
を
し
た

が
、
こ
の
新
型
ウ
イ
ル
ス
の
出
現
は
こ
の
モ
デ
ル
の
後
退
を
余
儀
な
く
さ
せ
て
い
る
。

ハ
ラ
リ
は
こ
の
危
機
に
臨
ん
で
人
類
は
２
つ
選
択
に
迫
ら
れ
て
い
る
と
い
う
。「
一
つ

は
全
体
主
義
的
監
視
か
、
そ
れ
と
も
国
民
の
権
利
拡
大
か
、
二
つ
は
ナ
シ
ョ
ナ
リ
ズ

ム
に
基
づ
く
孤
立
化
、
そ
れ
と
も
グ
ロ
ー
バ
ル
な
団
結
か
」
と
。
本
著
者
も
お
お
む

ね
こ
の
意
見
を
支
持
し
、
国
家
内
の
統
治
、
国
際
秩
序
に
関
わ
る
も
の
で
あ
り
、
今

後
国
内
で
は
行
政
権
が
強
ま
り
、
国
際
関
係
で
は
グ
ロ
ー
バ
リ
ズ
ム
が
後
退
す
る
と

し
て
い
る
。「
全
体
主
義
的
監
視
と
ナ
シ
ョ
ナ
リ
ズ
ム
の
組
み
合
わ
せ
」
で
あ
る
。
す

な
わ
ち
、
世
界
で
は
国
家
間
を
ヒ
ト・モ
ノ・カ
ネ
が
移
動
す
る
グ
ロ
ー
バ
リ
ゼ
ー
シ
ョ

ン
に
歯
止
め
が
か
か
り
、
国
家
機
能
が
強
化
さ
れ
、
格
差
が
ま
す
ま
す
拡
大
し
、
財

力
に
よ
っ
て
命
の
価
値
が
異
な
っ
て
く
る
。
司
法
権
、
立
法
権
は
行
政
権
力
の
強
化

に
よ
っ
て
抑
え
ら
れ
る
こ
と
に
な
る
と
い
う
の
が
著
者
の
見
立
て
で
あ
る
。

■
「
人
生
の
意
味
」
や
「
本
当
の
幸
福
を
」
考
え
る

　
一
方
で
、
外
出
自
粛
や
人
に
会
え
な
い
状
況
は
人
間
の
内
面
へ
の
探
索
の
絶
好
の

機
会
で
あ
る
。
ま
た
、
今
後
の
全
体
主
義
的
方
向
に
抗
し
て
流
さ
れ
な
い
た
め
の
思

考
訓
練
と
し
て
、
思
想
や
文
学
に
触
れ
て
い
く
こ
と
も
必
要
と
な
っ
て
く
る
で
あ
ろ

う
と
し
て
い
る
。

　
各
章
末
に
は
ぜ
ひ
読
ん
で
み
た
い
資
料
が
掲
げ
ら
れ
て
い
て
知
的
興
味
が
そ
そ
ら

れ
る
好
書
。

Book Review
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青年部会　　　　　　　　　　　　 　      ９月30日

ＹｏｕＴｕｂｅチャンネル開設記念研修会
女性部会　　　　　　　　　　 　     　  10月22日

「絵はがきコンクール選考会」

新型コロナウイルス感染予防対策を講じ先着15名限定で大会議室
にて講師に、さんきゅう倉田氏をお招きして行いました。

葛飾法人会館３階大会議室にて、コロナウイルス感染予防対策をしっ
かりと取りつつ、今年も選考会を実施いたしました。
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第
五
地
域
事
業
部
　
青
戸
立
石
支
部

　
　
　
　
　
　
　
支
　
部
　
長

日
下
部
　
幸
　
男

　

新
内
閣
総
理
大
臣
が
誕
生
し
コ
ロ
ナ
禍
に
と
経

済
活
動
の
立
て
直
し
に
と
施
策
を
打
ち
出
し
て
は

居
り
ま
す
が
、
必
死
で
会
社
、
お
店
を
存
続
し
て

行
こ
う
と
す
る
法
人
個
人
経
営
者
の
叫
び
は
前
門

の
虎
後
門
の
狼
が
ぴ
っ
た
り
で
す
。

　

小
職
に
は
現
在
九
十
五
歳
に
な
る
父
が
居
り
ま

す
。
昭
和
の
時
代
立
石
八
丁
目
に
簡
易
裁
判
所
が

あ
り
そ
の
正
面
に
ガ
ソ
リ
ン
ス
タ
ン
ド
が
二
件
並

び
競
い
合
っ
て
地
元
に
貢
献
し
て
い
た
時
代
で
、

隣
に
亀
有
信
用
金
庫
青
戸
支
店
さ
ん
が
有
り
銀
行

寄
り
の
旧
日
本
石
油
の
ガ
ソ
リ
ン
ス
タ
ン
ド
を
父

が
経
営
を
さ
せ
て
頂
い
て
居
り
ま
し
た
。
只
々
真

面
目
な
父
で
地
元
淡
之
須
町
会
長
ま
で
さ
せ
て
頂

き
順
風
漫
歩
に
経
営
を
さ
せ
て
貰
っ
て
い
た
昭
和

四
十
八
年
オ
イ
ル
シ
ョ
ッ
ク
の
真
っ
た
だ
中
に
小

職
は
父
の
会
社
に
入
社
を
し
ま
し
た
。

　

し
か
し
、
若
気
の
至
り
で
父
と
は
会
社
経
営
方

針
が
合
わ
ず
二
つ
下
の
弟
が
跡
を
継
承
し
た
経
緯

が
有
り
ま
す
。
若
気
の
至
り
そ
の
物
で
す
が
今
に

な
っ
て
思
う
に
は
創
業
者
一
世
の
内
外
で
の
偉
大

さ
と
重
圧
と
思
い
ま
す
。
葛
飾
法
人
会
の
現
立
場

に
な
り
経
営
者
二
世
の
役
員
さ
ん
と
の
お
付
き
合

い
が
増
え
、
嘸
か
し
葛
飾
法
人
会
二
世
の
方
も
創

業
者
一
世
の
方
と
侃
々
諤
々
が
有
っ
た
と
思
う
ば

か
り
で
す
が
小
職
に
は
真
似
の
出
来
な
い
何
と
素

晴
ら
し
い
忍
耐
、自
覚
、行
動
力
、将
来
展
望
を
も
っ

て
居
る
こ
と
を
垣
間
見
て
敬
服
し
て
お
り
ま
す
。

　

今
年
七
十
一
歳
の
古
希
を
過
ぎ
て
よ
う
や
く
創

業
者
一
世
の
偉
大
さ
壮
絶
さ
を
小
職
が
創
業
者
に

な
り
実
感
し
ま
し
た
。
今
日
（
こ
ん
に
ち
）
で
は

会
社
の
経
営
は
創
業
一
世
で
あ
ろ
う
と
、
二
世
で

あ
ろ
う
と
世
の
中
に
会
社
を
存
続
さ
せ
て
行
く
事

に
は
変
わ
り
は
な
い
と
実
感
し
て
お
り
ま
す
し
二

世
会
社
経
営
者
の
素
養
の
豊
富
さ
に
は
敬
意
を
表

し
ま
す
。

　

小
職
は
葛
飾
法
人
会
の
お
仲
間
と
会
っ
て
地
元

に
置
き
土
産
が
出
来
る
生
き
方
を
見
出
し
た
様
に

実
感
し
ま
す
。
会
社
を
設
立
し
経
営
者
に
な
っ
た

お
陰
で
葛
飾
法
人
会
の
お
仲
間
に
お
会
い
出
来
順

風
漫
歩
で
も
無
か
っ
た
事
を
踏
ま
え
て
も
会
社
の

設
立
は
間
違
っ
て
な
か
っ
た
と
衷
心
か
ら
実
感
す

る
こ
の
頃
で
す
。

　

何
事
に
も
後
回
し
で
文
句
ば
か
り
の
小
職
の
生

き
方
に
対
し
文
句
ひ
と
つ
言
わ
な
い
妻
に
は
感
謝

の
言
葉
し
か
見
つ
か
り
ま
せ
ん
!!

　

又
息
子
、
嫁
に
は
フ
ァ
ミ
リ
ー
が
増
え
楽
し
い

生
き
方
を
創
っ
て
貰
う
だ
ろ
う
未
来
に
感
謝
で
す
。

　

小
職
は
古
希
か
ら
傘
寿
、
米
寿
と
迎
え
進
む
つ

も
り
で
す
が
、
世
代
を
超
え
て
葛
飾
法
人
会
の
お

仲
間
と
地
元
発
展
を
手
助
け
出
来
る
生
き
方
、
年

相
応
の
健
康
を
維
持
し
て
ゴ
ル
フ
を
愛
す
る
お
仲

間
と
地
元
を
活
性
す
る
生
き
方
、
昭
和
、
平
成
、

令
和
、
？
を
語
り
会
え
る
お
仲
間
と
好
き
な
ゴ
ル

フ
や
お
酒
も
嗜
め
る
生
き
方
を
こ
よ
な
く
愛
し
進

み
ま
す
。

　

葛
飾
法
人
会
の
お
仲
間
と
一
緒
に
昭
和
、
平
成
、

令
和
、
？
の
未
来
を
観
ま
し
ょ
う
!!

私
の 

素
晴
ら
し
い
お
仲
間
と

                                                                           

私
の
生
き
方
履
歴
書



特例申告書 … 主税局ＨＰからダウンロード・印刷することができます。

特例対象資産一覧

収入が減少したことを証する書類（写）

特例対象家屋の事業専用割合を示す書類（写）※個人事業主で事業用家屋を所有している場合

申告期限（令和３年２月１日消印有効）を過ぎてしまった場合、
軽減措置を受けることができなくなります。
お早めにご申告いただきますようお願いします。

窓口の混雑緩和のため、
ぜひ郵送をご利用ください。

※認定経営革新等支援機関等は、税理士・商工会議所・商工会・青色申告会等が該当します。
　認定経営革新等支援機関等の詳細や対象機関の一覧については、中小企業庁ホームページをご確認ください。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　https://www.chusho.meti.go.jp/keiei/kakushin/nintei/

（１）

（２）

（３）

（４）

５０％以上 減少している方

２分の１

ゼロ

※２

※１

３０％以上５０％未満 減少している方

令和２年２月～１０月までの間における任意の連続する３ヶ月の事業収入が、前年の同期間と比べて、

資本金若しくは出資金の額が１億円以下の法人（資本又は出資を有しない法人は従業員数1,000人以下）又は
常時使用する従業員数が1,000人以下の個人等が該当します。性風俗関連特殊営業を営んでいる方を除きます。

新型コロナウイルス感染症及びそのまん延防止のための措置により、事業収入が一定程度減少（※１）
した中小事業者等（※２）で令和３年２月１日（月）までに特例の申告をされた場合、事業用家屋及び償
却資産に係る令和３年度分の固定資産税及び都市計画税の課税標準を２分の１又はゼロとします。

新型コロナウイルス感染症の影響により

事業収入が減少した中小事業者等の

令和３年度分の固定資産税・都市計画税の軽減制度について

お問合せ先

▶東京２３区固定資産税コロナコールセンター

（平日９時から１７時）

開設期間：令和２年１２月１日(火)～令和３年２月１日(月)

主税局 コロナ 検索

▶主税局ホームページ

詳細は、コールセンターへお問い合わせいただくか、主税局ＨＰをご覧ください。

特例申告書を

ダウンロード・

印刷

中小事業者等

確認依頼

提出書類一式を

ご用意ください。 認定経営革新等

支援機関等※

資産の所在する区

にある都税事務所

提出書類を郵送又は持参

確認 特例申告書の裏面の

【認定経営革新等支援機関等確認欄】に

記名・押印をもらいます。

軽減措置の要件に該当する方（上記対象者に当てはまる方）は、以下の手順でご申告ください。

①

②

③

④

https://www.tax.metro.tokyo.

lg.jp/ncov/new_virus_kotei_small.html
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葛飾都税事務所からのお知らせ
TEL. 03-3697-7511
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給与支払報告書の提出期限は

令和 3 年 2 月 1 日です
令和２年中に従業員に給与の支払いがあった場合は、

従業員の令和３年１月１日現在の住所がある区市町村に、

給与支払報告書を提出してください。（退職者・パートの

方などすべて対象です。）

◎提出していただく書類

今年は年末調整説明会は行われません。提出書類は、

葛飾区役所税務課・税務署で配布しています。必ず令和

３年度様式で提出してください。様式は、葛飾区ホーム

ページからもダウンロードできます。

①給与支払報告書（総括表）

令和２年度に特別徴収をされている事業所の方には

「葛飾区提出用総括表」を１２月２日に葛飾区から送付

しますのでご使用ください。

②給与支払報告書（個人別明細書）

記載漏れがあると、適正に課税できない場合がありま

すので、ご協力をお願いします。

③普通徴収切替理由書

次の理由により特別徴収ができない（普通徴収希望）

場合は、該当者の給与支払報告書（個人別明細書）の摘

要欄に普通徴収切替理由を記載し、給与支払報告書(総括

表)・普通徴収切替理由書と併せて提出をお願いします。

【普通徴収切替理由】

普 A 総従業員数が 2 人以下

（総従業員数から以下の普 B～普 F の理

由に該当する全ての従業員数（他区市町

村分を含む）を差し引いた人数）

普 B 他の事業所で特別徴収（乙欄該当者など）

普 C 給与が少なく税額が引けない

普 D 給与の支払が不定期

（例：給与の支払が毎月でない。）

普 E 事業専従者（個人事業主のみ対象）

普 F 退職者や令和３年５月末日までに退職予定

の者または休職者

提出先
〒124-8555葛飾区立石 5-13-1

葛飾区総務部税務課課税係

葛飾区役所税務課からのお知らせ
葛飾区立石５－１３－１

Tel 03-5654-8550（課税係）

給与支払報告書は、前々年に税務署へ提出すべき源泉徴収票が１００枚以上であった事業所や

税務署へ源泉徴収票を電子データで提出することが義務付けられた事業所は、光ディスク等（電

子データ）または eLTAX で提出することが義務付けられています。

・eLTAX での提出は、地方税ポータルシステム（地方税共同機構）へお問い合わせください。

eLTAX ホームページ https://www.eltax.lta.go.jp/

・光ディスク（電子データ）での提出は、税務課課税係 (03-5654-8550)へお問い合わせください。

☆

新型コロナウイルス感染症の影響により納税が困難になった方・事業者へ
＜問い合わせ先＞ 納税係 ０３-５６５４-８２８０

新型コロナウイルス感染症拡大による影響により休業や失業などで減収となり納税が困難となった

方は「徴収猶予の特例」をご利用いただけます。特例が適用された税額は納期限から１年を限度とし

て徴収が猶予され、猶予期間中は延滞金もかかりません。特例の適用を受けるには、納期限までに申

請書の提出が必要です。対象要件もございますので住民税の徴収猶予を希望される方は税務課納税係

までご相談ください。

※この特例は納税が免除されるものではありません。延長された納期限までにご納付いただく必要が

あります。

※令和２年９月４日に「地方税施行令の一部を改正する政令」公布・同日施行され、猶予が受けられ

る対象が令和３年２月１日までに納期限が到来する地方税に変更されました。
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葛飾区立石５-13-１　TEL. 03-5654-8550

葛飾区役所・税務課からのお知らせ
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　「今年も残すところ２ヶ月、季節は読書の秋で
す。表紙のきょうだい、弟くんも本を読み始め
たようですが、読んでいるのは『失われた時を
求めて』。小学生にはまだ早そうですが、早熟な
のでしょうか。
　まだまだコロナの収まる気配は見えず、冬に
向けてより注意をする必要がありそうです。
　手洗いと換気、対面で会話する時にはマスク
をつける。リスクを抑える対策をして拡大予防
に努めましょう。」

イラスト：かつしかけいた

　新型コロナウィルスは、社会経済の変革を
齎らしました。７月（盛夏号）は、休刊させ
ていただきました。ソーシャルディスタンス
を考えて、各種イベントや会合の中止、変更
が続いております。三密（密集、密閉、密接）
を避ける事とマスク生活が社会生活に溶け込
む日常です。コロナ禍で出来ること工夫する
時節です。「アートにエールを」芸術、音楽
分野では YouTube を使った多くの作品を見
つけました。当錦秋号では、「コロナに負け
ない葛飾人」そんな特集ページを作成いたし
ました。

 （広報委員長　細谷政男）

編   集   後   記

◆ 説 明 会 の ご 案 内 ◆
決 算 法 人 説 明 会

開催日 時　間 場　所

１月

～

３月

新型コロナウイルス感染防止の
ため開催中止

４月２日（金） 13:30～16:00 葛飾法人会館

５月13日（木） 13:30～16:00 葛飾法人会館

６月３日（木） 13:30～16:00 葛飾法人会館

新 設 法 人 説 明 会

１月 新型コロナウイルス感染防止の
ため開催中止

４月６日（火） 13:30～16:00 葛飾法人会館
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■ 表紙のイラストについて ■

４月以降の説明会も新型コロナウイルス感染症の
状況により中止となる場合がございます。

税 務 相 談
月１回、１時間まで無料！
葛飾法人会では税に関する相談を
個別に行っています。まずは法人
会事務局へご連絡ください！

☎3693－3744

申し込み後、日時等をご相談の上決め
させていただきます。相談は原則とし
て葛飾法人会館で行い、東京税理士会
葛飾支部の税理士が相談に応じます。

※�時間を超えてご相談になられた場合、
超過時間につきましては相談者のご負
担になります。

　�帰る時に事務局にお支払ください。料
金は 30分につき5,000円と消費税にな
ります。
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